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図表 1-1 平川市企業誘致戦略プランの位置付け

平川市
後期基本計画：

都市計画マスタープラン：

青森県
・

国
2.0

8
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※立地件数は電気業等(電気業、ガス業、熱供給業)を除く。 

資料：経済産業省 工場立地動向調査 

図表 2-1 工場立地件数・敷地面積の推移 
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資料：経済産業省 工場立地動向調査 

図表 2-2 地域別の立地件数・敷地面積(2024 年)
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資料：経済産業省 工場立地動向調査 

図表 2-3 過去 10年間の地域別の立地件数・敷地面積(2015～2024 年) 

 

(地域区分) 

〇北海道 北海道 〇近畿内陸 滋賀、京都、奈良 
〇北東北 青森、岩手、秋田 〇近畿臨海 大阪、兵庫、和歌山 

〇南東北 宮城、山形、福島、新潟 〇山陰 鳥取、島根 
〇関東内陸 茨城、栃木、群馬、山梨、長野 〇山陽 岡山、広島、山口 
〇関東臨海 埼玉、千葉、東京、神奈川 〇四国 徳島、香川、愛媛、高知 

〇東海 静岡、愛知、岐阜、三重 〇北九州 福岡、佐賀、長崎、大分 
〇北陸 富山、石川、福井 〇南九州 熊本、宮崎、鹿児島、沖縄 
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図表 2-4 都道府県別の立地件数・敷地面積 

資料：経済産業省 工場立地動向調査 
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資料：日本政策投資銀行 設備投資計画調査（2022年8月）を基に(一財)日本立地センター作成 

       2021年度までは「実績値」、2022年度は「計画値」 

対象：資本金10億円以上の企業（金融保険業を除く） 

図表 2-5 国内の設備投資の動向 

資料：経済産業省 

図表 2-6 経済産業省 2023 年度補正予算の主な国内大型投資案件 
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資料：経済産業省 東北経済産業局 

図表 2-7 東北地域の主な半導体関連投資の状況 

 

資料：経済産業省 東北経済産業局 

図表 2-8 東北地域の蓄電池関連産業マップ 
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資料：経済産業省 東北経済産業局 

図表 2-9 東北地域の中堅・中小企業の投資計画 

 

 
資料：経済産業省 国内投資マップ 

図表 2-10 青森県の投資計画
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注：発電業を除く 

資料：経済産業省 工場立地動向調査  

図表 2-11 立地件数・敷地面積の推移（上段：表、下段：グラフ） 
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資料：経済産業省 工場立地動向調査 

図表 2-12 周辺地域との比較(立地件数) （上段：表、下段：グラフ） 
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資料：経済産業省 工場立地動向調査 

図表 2-13 周辺地域との比較(敷地面積) （上段：表、下段：グラフ） 

敷地面積

27年 28年 29年 30年 元年 2年 3年 4年 5年 6年 10年間

2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 合計

青 森 21.3 7.8 4.6 11.6 13.4 3.9 12.0 8.1 23.8 11.4 117.8 

秋 田 10.7 31.7 11.1 10.3 2.9 5.9 3.4 48.3 60.0 22.9 207.3 

岩 手 7.0 51.6 12.0 13.3 13.5 14.6 35.2 3.4 14.1 13.1 177.9 

宮 城 49.4 68.5 24.7 22.1 44.2 22.9 14.7 47.5 24.9 28.0 346.9 

山 形 43.3 25.5 18.7 20.5 36.7 23.6 26.7 17.9 17.8 6.5 237.2 
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資料：経済産業省 工場立地動向調査 

図表 2-14 新設・増設別の立地件数・構成比の推移（上段：表、下段：グラフ） 

 

（件）

実数 構成比 実数 構成比
平成27（2015）年 4 3 75.0% 1 25.0%
平成28（2016）年 7 6 85.7% 1 14.3%
平成29（2017）年 6 3 50.0% 3 50.0%
平成30（2018）年 6 5 83.3% 1 16.7%
令和元（2019）年 12 12 100.0% 0 0.0%
令和2（2020）年 4 4 100.0% 0 0.0%
令和3（2021）年 17 14 82.4% 3 17.6%
令和4（2022）年 7 7 100.0% 0 0.0%
令和5（2023）年 7 6 85.7% 1 14.3%
令和6（2024）年 4 4 100.0% 0 0.0%

過去10年間（青森県） 74 64 86.5% 10 13.5%
過去10年間（全国） 9,566 7,218 75.5% 2,320 24.3%

※有効回答分による集計結果。

立地件数
新設 増設
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資料：経済産業省 工場立地動向調査 

図表 2-15 工業団地内外別の立地件数・構成比の推移（上段：表、下段：グラフ） 

  

（件）

実数 構成比 実数 構成比
平成27（2015）年 4 3 75.0% 1 25.0%
平成28（2016）年 7 2 28.6% 5 71.4%
平成29（2017）年 6 4 66.7% 2 33.3%
平成30（2018）年 6 3 50.0% 3 50.0%
令和元（2019）年 12 3 25.0% 9 75.0%
令和2（2020）年 4 0 0.0% 4 100.0%
令和3（2021）年 17 4 23.5% 13 76.5%
令和4（2022）年 7 3 42.9% 4 57.1%
令和5（2023）年 7 2 28.6% 5 71.4%
令和6（2024）年 4 3 75.0% 1 25.0%

過去10年間（青森県） 74 27 36.5% 47 63.5%
過去10年間（全国） 9,566 3,427 35.8% 6,139 64.2%

※有効回答分による集計結果。

立地件数
工業団地内 工業団地外
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  資料：経済産業省 工場立地動向調査 

図表 2-16 域内外企業別の立地件数・構成比の推移（上段：表、下段：グラフ） 

  

（件）

実数 構成比 実数 構成比
平成27（2015）年 4 3 75.0% 1 25.0%
平成28（2016）年 7 4 57.1% 3 42.9%
平成29（2017）年 6 4 66.7% 2 33.3%
平成30（2018）年 6 4 66.7% 2 33.3%
令和元（2019）年 12 11 91.7% 1 8.3%
令和2（2020）年 4 2 50.0% 2 50.0%
令和3（2021）年 17 8 47.1% 9 52.9%
令和4（2022）年 7 5 71.4% 2 28.6%
令和5（2023）年 7 3 42.9% 4 57.1%
令和6（2024）年 4 3 75.0% 1 25.0%

過去10年間（青森県） 74 47 63.5% 27 36.5%

過去10年間（全国） 9,566 6,280 65.6% 3,286 34.4%
※有効回答分による集計結果。

域内企業 域外企業
立地件数
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資料：経済産業省 工場立地動向調査 

図表 2-17 立地地点の選定理由(2015～2024 年合計)
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資料：経済産業省 工場立地動向調査 

図表 2-18 本社所在地別の立地件数・構成比(2015～2024 年合計) 

 

青 森 47 

東 京 12 

大 阪 3 

神奈川 2 

埼 玉 2 

愛 知 2 

長 野 1 

茨 城 1 

宮 城 1 

秋 田 1 

岩 手 1 

栃 木 1 

n=74 
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資料：経済産業省 工場立地動向調査 

図表 2-19 全国と青森県における平均敷地面積の推移（上段：表、下段：グラフ） 
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  図表 2-20 業種別の立地件数・敷地面積 

 

※電気業・ガス業・熱供給業を含む 

※非公表数値を含むため、合計が一致しない場合がある 

資料：経済産業省 工場立地動向調査 

立地件数 敷地面積(ha) 立地件数 敷地面積(ha) 立地件数 敷地面積(ha) 構成比

食料品 124 162.0 3 - 22 22.7 29.7%

飲料･たばこ･飼料 22 17.0 - - 2 0.2 2.7%

繊維工業 17 13.4 - - 1 0.1 1.4%

木材・木製品 25 70.5 - - 4 0.2 5.4%

家具・装備品 8 4.8 - - 1 0.1 1.4%

パルプ･紙加工品 15 46.5 - - 2 0.2 2.7%

印刷・同関連 11 4.6 - - - - 0.0%

化　学 44 98.2 - - 3 0.3 4.1%

石油・石炭製品 1 - - - - - 0.0%

プラスチック製品 73 87.8 - - - - 0.0%

ゴム製品 13 12.4 - - - - 0.0%

皮革・同製品 1 - - - - - 0.0%

窯業・土石 27 58.7 - - 2 0.2 2.7%

鉄　鋼 32 48.2 - - - - 0.0%

非鉄金属 13 21.4 - - 2 0.1 2.7%

金属製品 133 123.0 1 X 9 5.8 12.2%

はん用機械 41 34.2 - - 3 0.3 4.1%

生産用機械 119 157.8 - - 4 0.4 5.4%

業務用機械 19 12.2 - - - - 0.0%

電子部品･デバイス 24 27.7 - - 3 0.3 4.1%

電気機械 44 54.2 - - 3 0.3 4.1%

情報通信機械 4 4.8 - - 1 0.1 1.4%

輸送用機械 67 76.1 - - - - 0.0%

その他の製造業 16 19.9 - - - - 0.0%

電気業 26 119.5 - - 12 3.9 16.2%

ガス業 3 - - - - - 0.0%

熱供給業 - - - - - - 0.0%

総計 922 1,280.0 4 11.4 74 117.8 100.0%

青森県青森県全国

令和6（2024）年 平成27（2015）年～令和6（2024）年
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※一部、非公表数値を含むため、業種別結果の合計と総計は異なる 

資料：経済産業省 工場立地動向調査 

図表 2-21 過去 10年間の青森県の業種別の立地件数・敷地面積 
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※下北地域（むつ市、大間町、東通村、風間浦村、佐井村） 

上北地域（十和田市、三沢市、野辺地町、七戸町、六戸町、横浜町、東北町、六ヶ所村、おいらせ町） 

三八地域（八戸市、三戸町、五戸町、田子町、南部町、階上町、新郷村） 

東青地域（青森市、平内町、今別町、蓬田村、外ヶ浜町） 

西北地域（五所川原市、つがる市、鰺ヶ沢町、深浦町、板柳町、鶴田町、中泊町） 

中南地域（弘前市、黒石市、平川市、西目屋村、藤崎町、大鰐町、田舎館村） 

出典：一般財団法人日本立地センター調べ 

図表2-22 青森県における地域区分別の立地計画件数・面積（上段：表、下段：グラフ） 

(2005年～2025年の合計)  

件数 件数割合 面積　 面積割合 工場 物流施設 業務施設 研究施設 工場 物流施設 業務施設 研究施設

下北地域 5 4.6% 7.8 4.2% 4 1 0 0 7.4 0.4 0.0 0.0

上北地域 20 18.3% 75.0 40.4% 16 1 2 1 71.7 0.6 1.6 1.1

三八地域 43 39.4% 62.5 33.7% 25 13 5 0 43.2 14.9 4.5 0.0

東青地域 16 14.7% 24.2 13.0% 7 4 5 0 13.1 7.5 3.6 0.0

西北地域 3 2.8% 0.4 0.2% 3 0 0 0 0.4 0.0 0.0 0.0

中南地域 22 20.2% 15.9 8.6% 8 6 7 1 5.7 7.5 2.1 0.6

合計 109 100.0% 185.8 100.0% 63 25 19 2 141.4 30.8 11.8 1.7

合計 施設別（件数） 施設別（面積ha）
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図表2-23 青森県における地域・市町村別の立地計画件数・面積(2005年～2025年の合計)

 

資料：(一財)日本立地センター 企業立地の動き 

件数 件数割合 面積(ha) 面積割合 工場 物流施設 業務施設 研究施設 工場 物流施設 業務施設 研究施設

5 4.6% 7.8 4.2% 4 1 0 0 7.4 0.4 0.0 0.0

むつ市 5 4.6% 7.8 4.2% 4 1 0 0 7.4 0.4 0.0 0.0

大間町 0 0.0% 0.0 0.0% 0 0 0 0 0.0 0.0 0.0 0.0

東通村 0 0.0% 0.0 0.0% 0 0 0 0 0.0 0.0 0.0 0.0

風間浦村 0 0.0% 0.0 0.0% 0 0 0 0 0.0 0.0 0.0 0.0

佐井村 0 0.0% 0.0 0.0% 0 0 0 0 0.0 0.0 0.0 0.0

20 18.3% 75.0 40.4% 16 1 2 1 71.7 0.6 1.6 1.1

十和田市 4 3.7% 2.7 1.4% 3 1 0 0 2.1 0.6 0.0 0.0

三沢市 6 5.5% 20.3 10.9% 6 0 0 0 20.3 0.0 0.0 0.0

野辺地町 0 0.0% 0.0 0.0% 0 0 0 0 0.0 0.0 0.0 0.0

七戸町 2 1.8% 3.8 2.0% 2 0 0 0 3.8 0.0 0.0 0.0

六戸町 3 2.8% 25.4 13.7% 2 0 0 1 24.3 0.0 0.0 1.1

横浜町 3 2.8% 21.3 11.5% 3 0 0 0 21.3 0.0 0.0 0.0

東北町 0 0.0% 0.0 0.0% 0 0 0 0 0.0 0.0 0.0 0.0

六ヶ所村 2 1.8% 1.6 0.9% 0 0 2 0 0.0 0.0 1.6 0.0

おいらせ町 0 0.0% 0.0 0.0% 0 0 0 0 0.0 0.0 0.0 0.0

43 39.4% 62.5 33.7% 25 13 5 0 43.2 14.9 4.5 0.0

八戸市 39 35.8% 53.3 28.7% 21 13 5 0 33.9 14.9 4.5 0.0

三戸町 0 0.0% 0.0 0.0% 0 0 0 0 0.0 0.0 0.0 0.0

五戸町 0 0.0% 0.0 0.0% 0 0 0 0 0.0 0.0 0.0 0.0

田子町 0 0.0% 0.0 0.0% 0 0 0 0 0.0 0.0 0.0 0.0

南部町 3 2.8% 7.7 4.2% 3 0 0 0 7.7 0.0 0.0 0.0

階上町 1 0.9% 1.5 0.8% 1 0 0 0 1.5 0.0 0.0 0.0

新郷村 0 0.0% 0.0 0.0% 0 0 0 0 0.0 0.0 0.0 0.0

16 14.7% 24.2 13.0% 7 4 5 0 13.1 7.5 3.6 0.0

青森市 15 13.8% 22.5 12.1% 6 4 5 0 11.5 7.5 3.6 0.0

平内町 1 0.9% 1.7 0.9% 1 0 0 0 1.7 0.0 0.0 0.0

今別町 0 0.0% 0.0 0.0% 0 0 0 0 0.0 0.0 0.0 0.0

蓬田村 0 0.0% 0.0 0.0% 0 0 0 0 0.0 0.0 0.0 0.0

外ヶ浜町 0 0.0% 0.0 0.0% 0 0 0 0 0.0 0.0 0.0 0.0

3 2.8% 0.4 0.2% 3 0 0 0 0.4 0.0 0.0 0.0

五所川原市 1 0.9% 0.0 0.0% 1 0 0 0 0.0 0.0 0.0 0.0

つがる市 0 0.0% 0.0 0.0% 0 0 0 0 0.0 0.0 0.0 0.0

鰺ヶ沢町 0 0.0% 0.0 0.0% 0 0 0 0 0.0 0.0 0.0 0.0

深浦町 2 1.8% 0.4 0.2% 2 0 0 0 0.4 0.0 0.0 0.0

板柳町 0 0.0% 0.0 0.0% 0 0 0 0 0.0 0.0 0.0 0.0

鶴田町 0 0.0% 0.0 0.0% 0 0 0 0 0.0 0.0 0.0 0.0

中泊町 0 0.0% 0.0 0.0% 0 0 0 0 0.0 0.0 0.0 0.0

22 20.2% 15.9 8.6% 8 6 7 1 5.7 7.5 2.1 0.6

弘前市 14 12.8% 9.7 5.2% 2 4 7 1 4.0 2.9 2.1 0.6

黒石市 5 4.6% 5.9 3.2% 3 2 0 0 1.4 4.5 0.0 0.0

平川市 1 0.9% 0.3 0.2% 1 0 0 0 0.3 0.0 0.0 0.0

西目屋村 1 0.9% 0.0 0.0% 1 0 0 0 0.0 0.0 0.0 0.0

藤崎町 0 0.0% 0.0 0.0% 0 0 0 0 0.0 0.0 0.0 0.0

大鰐町 0 0.0% 0.0 0.0% 0 0 0 0 0.0 0.0 0.0 0.0

田舎館村 1 0.9% 0.0 0.0% 1 0 0 0 0.0 0.0 0.0 0.0

109 100% 185.8 100% 63 25 19 2 141.4 30.8 11.8 1.7合計

東青地域

西北地域

中南地域

下北地域

上北地域

三八地域

合計 施設別（件数） 施設別（面積ha）
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※物流業は 2012 年度より調査開始 

資料：(一財)日本立地センター 新規事業所立地計画に関する動向調査 

図表 2-24 新規事業所の立地計画を有する割合の推移
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資料：(一財)日本立地センター 新規事業所立地計画に関する動向調査 

図表 2-25 立地選定時に重視する要素 
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資料：(一財)日本立地センター 新規事業所立地計画に関する動向調査 

図表 2-26 自治体等に求める立地環境向上への取組  
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資料：(一財)日本立地センター「2024 年度版 産業用地ガイド」 

※分譲中の産業団地を対象に集計 

図表 2-27 全国の産業用地の状況(上段：分譲可能面積、下段：産業団地総数) 
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図表 2-28 全国の産業用地の状況(新規産業団地面積) 

 図表 2-29 全国の産業用地の状況(都道府県別) 

資料：(一財)日本立地センター「2020 年度版 産業用地ガイド」 

※分譲中の産業用地を対象に集計
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都道府県
用地
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全体計画
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分譲対象
面積(ha)

分譲可能
面積(ha)

北海道 53 18,511.65 10,245.83 5,217.19 滋賀県 2 20.00 20.00 2.00

青森県 9 5,741.07 3,660.68 1,793.97 京都府 6 156.91 76.09 22.50

岩手県 28 655.71 507.44 153.56 大阪府 2 1,787.60 978.02 3.52

宮城県 27 1,467.13 891.40 330.07 兵庫県 12 1,484.10 698.46 221.59

秋田県 13 441.02 359.74 71.41 奈良県 1 12.20 8.30 8.30

山形県 14 821.03 657.53 55.26 和歌山県 6 702.13 90.41 76.63

福島県 36 1,137.39 512.78 143.29 鳥取県 9 237.71 164.70 26.32

茨城県 12 1,203.40 774.20 292.30 島根県 11 306.01 164.86 52.77

栃木県 7 127.10 87.50 49.24 岡山県 4 428.20 185.45 15.47

群馬県 7 152.80 115.16 115.16 広島県 4 329.76 126.44 36.92

埼玉県 3 43.10 35.50 35.50 山口県 7 302.29 156.41 65.09

千葉県 4 632.07 220.29 29.23 徳島県 3 14.06 3.33 3.33

東京都 5 230.33 84.22 0.60 香川県 1 73.50 56.90 0.57

神奈川県 11 427.75 144.43 61.40 愛媛県 2 10.88 10.01 4.14

新潟県 26 697.00 535.84 113.48 高知県 4 69.18 43.91 10.16

富山県 11 695.64 504.85 44.69 福岡県 7 1,329.23 137.59 0.00

石川県 11 609.18 291.38 98.55 佐賀県 7 283.30 192.42 65.42

福井県 7 1,294.00 796.80 29.94 長崎県 8 163.67 92.76 27.29

山梨県 1 11.80 9.70 4.00 熊本県 8 206.30 164.60 37.95

長野県 7 75.29 52.69 18.67 大分県 12 346.39 128.96 74.02

岐阜県 8 127.16 80.48 51.31 宮崎県 7 126.58 86.95 43.39

静岡県 11 396.33 209.11 121.59 鹿児島県 10 155.29 121.74 26.98

愛知県 12 1,127.48 838.91 87.93 沖縄県 1 392.40 192.62 6.90

三重県 12 351.00 222.53 70.49 全 国 469 45,914.12 25,739.92 9,820.08
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資料：(一財)日本立地センター「2024 年度版 産業用地ガイド」 

図表 2-30 青森県の産業用地 
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資料：(一財)日本立地センター「2024 年度版 産業用地ガイド」 

図表 2-31 青森県の産業用地 
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図表 3-1 本市の産業別事業所数(上表)・従業者数(下表)の推移 

※2012 年調査については農林漁業とサービス業の一部の事業所が調査対象外であるため参考値となる。 
※2024 年調査では「雇用者のいない個人経営の事業所」は調査対象外である  

                  ため、本数値は 2021 年調査における同事業所の数値を加えた参考値である。

資料：総務省・経済産業省 工業統計調査、経済センサス           
               

事業所数 構成比(％) 事業所数 構成比(％) 事業所数 構成比(％) 事業所数 構成比(％) 実数 増減率(%)

全産業（公務を除く） 1,162  100.0  1,099  100.0  979    100.0  896    100.0  -266   -22.9  

　農林漁業 17     1.5    25     2.3    31     3.2    32     3.6    15     88.2   

　非農林漁業（公務を除く） 1,145  98.5   1,074  97.7   948    96.8   864    96.4   -281   -24.5  

　　鉱業，採石業，砂利採取業 -      -     -      -     -      -     1      0.1    1      1.0    

　　建設業 181    15.6   175    15.9   155    15.8   131    14.6   -50    -27.6  

　　製造業 79     6.8    77     7.0    65     6.6    66     7.4    -13    -16.5  

　　電気・ガス・熱供給・水道業 -      -     -      -     2      0.2    2      0.2    2      1.0    

　　情報通信業 2      0.2    2      0.2    2      0.2    2      0.2    -      -     

　　運輸業，郵便業 24     2.1    24     2.2    23     2.3    22     2.5    -2     -8.3   

　　卸売業，小売業 319    27.5   293    26.7   240    24.5   231    25.8   -88    -27.6  

　　金融業，保険業 10     0.9    9      0.8    7      0.7    6      0.7    -4     -40.0  

　　不動産業，物品賃貸業 33     2.8    29     2.6    26     2.7    25     2.8    -8     -24.2  

　　学術研究，専門・技術サービス業 10     0.9    14     1.3    17     1.7    19     2.1    9      90.0   

　　宿泊業，飲食サービス業 143    12.3   116    10.6   106    10.8   86     9.6    -57    -39.9  

　　生活関連サービス業，娯楽業 155    13.3   142    12.9   119    12.2   104    11.6   -51    -32.9  

　　教育，学習支援業 21     1.8    26     2.4    22     2.2    25     2.8    4      19.0   

　　医療，福祉 93     8.0    95     8.6    87     8.9    85     9.5    -8     -8.6   

　　複合サービス事業 16     1.4    16     1.5    13     1.3    10     1.1    -6     -37.5  

　　サービス業（他に分類されないもの） 59     5.1    56     5.1    64     6.5    49     5.5    -10    -16.9  

従業者数 構成比(％) 従業者数 構成比(％) 従業者数 構成比(％) 従業者数 構成比(％) 実数 増減率(%)

全産業（公務を除く） 10,232 100.0  9,908  100.0  9,572  100.0  8,753  100.0  -1,479 -14.5  

　農林漁業 216    2.1    272    2.7    309    3.2    285    3.3    69     31.9   

　非農林漁業（公務を除く） 10,016 97.9   9,636  97.3   9,843  102.8  8,468  96.7   -1,548 -15.5  

　　鉱業，採石業，砂利採取業 - -     -      -     -      -     9      0.1    9      -     

　　建設業 1,125  11.0   1,080  10.9   954    10.0   769    8.8    -356   -31.6  

　　製造業 3,231  31.6   2,866  28.9   2,782  29.1   2,751  31.4   -480   -14.9  

　　電気・ガス・熱供給・水道業 - -     -      -     23     0.2    10     0.1    10     1.0    

　　情報通信業 2      -     2      -     2      -     2      -     -      -     

　　運輸業，郵便業 279    2.7    279    2.8    253    2.6    248    2.8    -31    -11.1  

　　卸売業，小売業 2,110  20.6   1,937  19.5   1,794  18.7   1,679  19.2   -431   -20.4  

　　金融業，保険業 68     0.7    68     0.7    53     0.6    46     0.5    -22    -32.4  

　　不動産業，物品賃貸業 99     1.0    81     0.8    84     0.9    84     1.0    -15    -15.2  

　　学術研究，専門・技術サービス業 77     0.8    80     0.8    97     1.0    115    1.3    38     49.4   

　　宿泊業，飲食サービス業 624    6.1    472    4.8    466    4.9    399    4.6    -225   -36.1  

　　生活関連サービス業，娯楽業 522    5.1    607    6.1    490    5.1    422    4.8    -100   -19.2  

　　教育，学習支援業 56     0.5    171    1.7    296    3.1    356    4.1    300    535.7  

　　医療，福祉 1,435  14.0   1,373  13.9   1,420  14.8   1,243  14.2   -192   -13.4  

　　複合サービス事業 202    2.0    196    2.0    226    2.4    171    2.0    -31    -15.3  

　　サービス業（他に分類されないもの） 186    1.8    424    4.3    330    3.4    164    1.9    -22    -11.8  

2024年 2012～2024年

2012年 2016年 2021年 2024年 2012～2024年

2012年 2016年 2021年



 

34 

※従業者 4人以上の事業所 

資料：総務省・経済産業省 工業統計調査、経済センサス 

図表 3-2 本市における製造業の事業所数・従業者数の推移 
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※従業者 4人以上の事業所 ※付加価値率=粗付加価値額÷製造品出荷額等×100 

資料：総務省・経済産業省 工業統計調査、経済センサス 

図表 3-3 本市における製造業の製造品出荷額等・付加価値額の推移 
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※従業者 4人以上の事業所 ※労働生産性=粗付加価値額÷従業者数 

資料：総務省・経済産業省 工業統計調査、経済センサス 

図表 3-4 本市における１事業所あたり従業者数・労働生産性の推移 
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図表 3-5 青森県内の製造業に関する各指標の自治体間比較 

資料：2024 年経済構造実態調査 製造業事業所調査 
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図表 3-6 本市の製造業の中分類別状況(上段：従業者数、事業所数、下段：出荷額等) 
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図表 3-7 本市の製造業の中分類別状況(全体)

 
          ※従業者 4人以上の事業所 

X:事業所が１または２で申告者の秘密漏洩防止のため数値を秘匿した箇所 

資料：2024 年「経済構造実態調査（製造業事業所調査）」 

　食料品製造業 6 313 52.2 511,476     281,230 

　飲料・たばこ・飼料製造業 1 12 12.0 X X

　繊維工業 4 120 30.0 83,731 45,785 

　木材・木製品製造業（家具を除く） 2 29 14.5 X X

　家具・装備品製造業 1 1 1.0 X X

　パルプ・紙・紙加工品製造業 2 22 11.0 X X

　印刷・同関連業 2 44 22.0 X X

　化学工業 1 10 10.0 X X

　石油製品・石炭製品製造業 - - - - - 

　プラスチック製品製造業（別掲を除く） 1 23 23.0 X X

　ゴム製品製造業 - - - - -

　なめし革・同製品・毛皮製造業 2 14 7.0 X X

　窯業・土石製品製造業 2 14 7.0 X X

　鉄鋼業 - - - - - 

　非鉄金属製造業 - - - - - 

　金属製品製造業 2 33 16.5 X X

　はん用機械器具製造業 - - - - - 

　生産用機械器具製造業 1 24 24.0 X X

　業務用機械器具製造業 3 222 74.0 345,842 82,644 

　電子部品・デバイス・電子回路製造業 8 900 112.5 3,034,127 306,501 

　電気機械器具製造業 2 951 475.5 X X

　情報通信機械器具製造業 1 34 34.0 X X

　輸送用機械器具製造業 - - - - -

　その他の製造業 - - - - -

　製造業計 40 2,760 69.0 7,455,091 2,753,685 

製造品出荷額
（万円）

粗付加価値額
（万円）

事業所数　　 従業者数
１事業所あた
り従業者数

(人/件)
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資料：後期総合計画 平川市の人口と年齢構成比率の推移（令和 4年 3 月） 
図表 3-8 本市の人口予測
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資料：総務省 人口移動報告 

図表 3-9 本市の 5歳階級別転入超過人数（転入者数－転出者数）の推移
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図表 3-10 弘前広域都市計画図（平川市）

図表 3-11 既存工業団地の状況

団地名 整備時期 立地企業数 面積 

尾上農工団地 1991 年 14 社 11.7ha 

松崎工業団地 1993 年 9 社 7.1ha 
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出典：平川市企業立地ニーズ調査 

図表 3-12 本市の立地環境に対する評価 
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青森空港による広域交通の利便性が良い

海運を含めた広域アクセス性が高い

高速バス利用による県外への利便性が良い

平川市産業振興に係る基本構想が興味深く期待できる

交通インフラの充実により多様な企業との連携が期待できる

新たな産業用地の確保が期待できる

立地の際に業種や規模に応じた補助金が期待できる

周辺市町村から広域に人材確保が期待できる

充実した高等教育機関があり専門人材の確保が期待できる

農産物や特産物など、地域資源を活用した事業展開が期待できる

その他

立地環境についての評価（構成比・全体）

全体(n=91)
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図表 3-13 本市に求める立地支援 

 

図表 3-14 本市が新たな事業所立地の候補となる可能性 
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資料：中小企業庁「中小企業景況調査」（2025 年 7～9月期） 

図表 3-15 中小企業における産業別従業員数過不足 DIの推移 

 

資料：中小企業庁 中小企業・小規模事業者における経営課題への取組 

図表 3-16 中小企業における重要と考える経営課題（企業規模別、業種別） 
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図表 3-17 職種別求人・求職・紹介状況（常用計） 

資料：ハローワーク弘前 雇用ニュースつがる 2025 年 9 月号（8月内容） 
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出典：内閣官房 

図 4-1 地方創生 2.0 基本構想（概要） 
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出典：内閣官房 新しい資本主義実現会議 

図表 4-2 新しい資本主義のグランドデザイン及び実行計画 2025 年改訂版の概要

出典：経済産業省 第 34 回 産業構造審議会総会 

図表 4-3 令和 8年度 経済産業政策の重点（案）<概要>
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出典：経済産業省

図表 4-4 GX2040 ビジョンの概要
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出典：青森県基本計画より抜粋 

図表 4-5 青森県基本計画における政策及び施策 
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出典：青森県公表資料 

図表 4-6 青森県における地域未来投資促進法基本計画 
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出典：平川市長期総合プラン後期基本計画 

図表 4-7 後期基本計画における政策の方向性 
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出典：第２期平川市まち・ひと・しごと創生総合戦略 

図表 4-8 政策分野における基本目標 



 

58 

 

 

 

 

 

  



 

59 

図表 4-9 新たな産業展開を促すべき重点産業分野
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図表 4-10 施策一覧
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図表 4-11 各エリアの概要 
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資料：平川市都市計画マスタープラン・土地利用の方針図（分野別構想） 

図表 4-12 エリア位置図
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図表 4-13 本市へ立地の可能性のある企業 
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